
 

 

 

 

 

令和７年度 金融機関等と連携した海外企業誘致促進事業 

【よくある質問Q&A】 
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１ 各主体の役割 

 

Q1-1 採択事業者が行う、「支援企業が作成する申請書や報告書等に係る内容の確認及び調整 

並びに東京都への提出」とは具体的にどのようなことを行うのですか。 

A1-1 提出する書類により、対応が異なります。要綱に定める「補助事業計画書」については、 

     採択事業者が、支援企業の作成した内容を確認し、必要に応じて加筆修正を行うなど調整を 

      行った上で、東京都に提出していただきます。その後、書類の修正等が発生した場合は、採

   択事業者が支援企業と再度調整の上、東京都に提出していただきます。「交付申請書」「補

   助事業進捗状況報告書」「実績報告書」については、採択事業者が、まず、支援企業の作成

   した内容を確認の上、東京都に提出いただきますが、その後、書類の修正等が発生した場合

   は、東京都が支援企業と直接調整を行い、対応します。 

 

 

２ 金融機関等からの応募書類 

 

Q2-1 金融機関等が応募の際に提出する「支援予定企業一覧」において、企業名は必須項目に 

なっていませんが、どの段階で明示する必要がありますか。 

A2-1 審査の結果、採択事業者として決定した場合、東京都との協定締結の段階で明示して 

いただく必要があります。なお、審査の段階で東京都が必要と判断した場合は個別に確認 

させていただく場合があります。 

 

 

３ 都内進出を支援する海外企業候補の提案 

 

Q3-1 提案する海外企業数に制限等はありますか。 

A3-1 特段の制限等は設けていません。ただし、第１回の審査会の結果、予算の上限に達した場

合、第２回以降の募集を実施しない場合があります。 

 

Q3-1 東京都への提案にあたり、海外企業から事前に了承を得ていることについて、当該企業から

の同意書等の文書で証明する必要はありますか。 

A3-1 応募の段階では海外企業からの同意書等の文書について東京都への提出は求めません。応

募者からの支援予定企業一覧（第１号様式 別紙２）をもって当該企業からの同意を得ている

ものとみなしますので、応募期限までに当該企業の事前の了承を得てください。 

 

Q3-2 候補となる海外企業の地域について、特定地域に限定せずに幅広い地域とした方が審査に

おいて加点要素となりますか。 

A3-2 審査においては、候補企業の都内進出可能性の高さや、都内産業振興に資する企業である 

ことが重要視されます。 
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４ 連携金融機関等及び支援対象海外企業の審査 

 

Q4-1 審査会には外部委員も含まれる予定ですか。 

A4-1 外部委員も含まれる予定です。 

 

Q4-2 審査基準の配点は事前に公開される予定ですか。 

A4-2 事前に公開する予定はありませんので、募集要項に記載の審査基準をご参照の上、応募 

   書類のご作成をお願いいたします。 

 

Q4-3 面接審査の所要時間はどれくらいですか。 

A4-3 現時点では、質疑応答も含めて 40～50 分程度を予定しております。日程等の詳細について

は、応募締め切り後に個別にご連絡いたします。 

 

Q4-4 金融機関等の審査基準の一つに「過去（５年以内）に海外企業誘致の実績を有しているか」

とありますが、支援をした実績があれば十分ですか。 

A4-4 本事業は海外企業の誘致を目的とするものなので、誘致の実績を有していることを想定 

   しています。 

 

 

５ 支援対象海外企業の要件 

 

Q5-1 海外企業が既存の日本法人を買収した場合（M&Aの場合）は、補助対象になりますか。 

A5-1 既存の法人を買収した場合は補助対象外です。都内において日本国内で初めてとなる 

日本法人の設立又は日本における支店の設置がされた場合に補助対象となります。 

 

Q5-2 海外企業の親会社が既に日本国内にて法人登記済みだが、異なる業種の法人を新たに 

設立（又は支店を設置）する場合は補助対象になりますか。 

A5-2 新たに設立しようとする日本法人（又は設置しようとする支店）が、当該業種において 

日本国内で初めて登記される場合は補助対象となります。 

 

Q5-3 都内進出時に「常時雇用する従業員を２名以上雇用（登記を行う前年度までは１名以上 

雇用）」することが求められていますが、従業員数には代表取締役は含まれますか。 

A5-3 代表取締役を除いた従業員２名以上（登記を行う前年度までは１名以上）が必要です。 

 

Q5-4 新たに設立する日本法人の設立者（代表取締役）、設置する支店の代表者及び従業員に 

ついて、国籍の指定はありますか。 

A5-4 会社法や商業登記法などの関係法令を遵守していただくことが前提となりますが、日本 

法人の設立者（代表取締役）、支店の代表者及び従業員について国籍の指定はありません。 

 

Q5-5 登記完了時点で商業登記簿の提出が求められていますが、登記簿上、オフィスの詳細な 

区画まで明示されない場合はどうすれば良いですか。 
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A5-5 登記簿上区画が明示されていなくても、賃貸契約書等により専有スペースであることが 

確認できれば問題ありません。 

 

Q5-6 商業登記時に、常時雇用する従業員を２名以上雇用していることが必須ですか。 

A5-6 商業登記をした年度の実績報告時まで（当該年度の３月 31 日までに要報告）に、原則とし

   て２名雇用されていることが必要です。 

 

Q5-7 「東京開業ワンストップセンター」での支援を受ける予定がある海外企業が、本事業の 

   補助を受けることは可能ですか。 

A5-7 可能です。ただし、金融機関等からの支援がなくても既に都内進出の活動を実施している

場合は本事業の補助対象とすることができません。そのため、「東京開業ワンストップ  

センター」の支援を受けつつも、金融機関からのサポートが必要である理由を明示していた

だく必要があります。 

 

 

６ 補助対象経費 

 

Q6-1 補助対象経費には、専門家相談料、法人設立費、人材採用費、人件費、オフィス等取得費、

オフィス等賃借料の６つの科目がありますが、１つの科目のみでの申請は可能ですか。 

A6-1 可能ですが、一部の科目には補助金額の上限があるためご注意ください。 

 

Q6-2 交付決定日前に契約した経費は補助対象となりますか。 

A6-2 原則として補助対象外となります。補助対象となる経費は、一部の例外を除き、各補助事

   業年度の交付決定日以降に、契約した上で、補助事業年度末までに実施及び支払いが完了し

   た経費です。ただし、人件費及びオフィス等賃借料に限り、長期間の継続的な契約に基づき、

     継続的な経費が発生する場合は、交付決定初年度の契約に基づいて各年度交付申請すること 

     ができます。 

 

Q6-3 【人件費】補助金額の上限４千万円は、最長３年度の期間の上限ですか。 

A6-3 都内進出を実施する年度を最終年度とする、最長３か年度の期間の合計額の上限です。 

 

Q6-4 ビザの取得費は、補助の対象となりますか。 

A6-4 本事業における人件費や人材採用経費は、日本に元々居住している人を採用した場合に 

補助対象としているため、ビザの取得費は補助の対象としていません。 

 

 

７ 補助対象期間 

 

Q7-1 令和７年に都内進出を予定している企業について、例えば、東京都からの交付決定日の 

２日後に登記をした場合、その２日間の経費は補助対象となりますか。 

A7-1 前提として、本事業の支援対象企業として決定するに当たっては、当該海外企業が連携 
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金融機関等からの支援により、都内進出することを応募書類にてお示しいただく必要があり

   ます。 

令和７年度中に登記を予定している企業は、連携金融機関等として採択された事業者と東

京都の協定締結（８月中旬から９月上旬頃を予定）直後から、補助事業計画書と交付申請書

を同時に提出することが可能です。その後、東京都が交付決定をした日から補助対象期間と

なり、その日から登記が可能です。 

なお、補助対象期間は登記日までではなく、交付決定のあった年度の年度末までに支払いが

  完了した経費が対象となります。 

 

 

８ 補助事業者への補助金の支出 

 

Q8-1 海外企業が日本国内に登記する前の補助金はどのように支出されますか。 

A8-1 以下①～③のいずれかの方法により支出する予定です。 

①当該企業の法人口座への口座情報払 

全国銀行資金決済ネットワークを利用している、全国の金融機関の本支店等に普通預金、

当座預金又は貯蓄預金をお持ちであれば、支払金口座情報登録の手続が可能です。 

https://www.kaikeikanri.metro.tokyo.lg.jp/keiyaku.htm 

   ②当該企業の代表取締役が日本国内に有する個人口座への口座情報払 

海外企業の代表取締役が、日本国内に個人の金融機関口座（全国銀行資金決済ネット 

ワークを利用している金融機関）を有している場合、以下の書面があれば、代表取締役の

    個人口座への支払いが認められる可能性があります。 

・海外企業からの補助金の受領権の委任状 

・代表取締役からの支払金口座振替依頼書 

③上記①又は②の手段によることができない場合、海外企業が海外に有する口座への海外 

    送金（手数料は海外企業の負担となります。） 

 

Q8-2 補助金はどのタイミングで支払われますか。 

A8-2 補助事業者からの実績報告書の提出後、東京都がその報告の審査や調査を行い、補助金の

額を確定して補助事業者に通知します。その後、補助事業者からの補助金請求書の提出を経

て補助金が支払われます。実績報告書の提出が年度末であれば、支払時期は翌年度５月頃に

なる見込みです。 

 

Q8-3 補助金は最長一年分が一括で支払われますか。 

A8-3 補助金は、当該年度の補助対象期間分が一括で支払われます。 

補助事業の進捗を把握するために、海外企業には四半期毎の報告をお願いしておりますが、

  補助金の支払いは四半期毎ではない点にご注意ください。 

 

Q8-4 年度末を待たずに、年度の途中に実績報告書を提出することは可能ですか。また、その 

   場合、補助金はどのタイミングで支払われますか。 

A8-4 年度の途中で実績報告書を提出することは可能です。ただし、補助対象経費は実績報告書

の提出までに支払いが完了している経費に限られる点や、実績報告書の提出後は当該年度に
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おいて追加の交付申請はできない点にご注意ください。 

   実績報告書が提出され次第、随時、東京都はその報告の審査や調査を行い、補助金の額を

確定して補助事業者に通知します。その後、補助事業者からの補助金支払請求書の提出を経

て補助金が支払われます。よって、年度の途中でも補助金の支払いは可能ですが、万が一、

提出書類に不備がある場合は、手続きに時間を要する場合があるためご注意ください。 

 

 

９ その他 

 

Q9-1 海外企業向けの募集要項及び補助金交付要綱は、支援対象の候補となる企業に提供して 

もよいですか。 

A9-1 ご提供いただいて構いません。 

 

Q9-2 例えば、令和８年度に都内進出を予定しており、令和７年度中は補助対象経費の発生が 

見込まれない海外企業は、令和７年度の交付申請書の提出は不要ですか。 

A9-2 令和７年度中に補助対象経費の発生が見込まれない場合、交付申請書を提出する必要は 

   ありません。ただし、令和８年度の都内進出に向けた補助事業計画書は令和７年12月25日

   までにご提出いただく必要があります。 

また、連携金融機関等は、支援対象企業の交付申請の有無に関わらず、当該企業の都内 

  進出に向けた活動への支援状況を四半期毎にご報告いただく必要があります。 

 

Q9-3 当初、令和７年度に交付申請の予定がなかった企業が、年度途中に計画を変更して交付 

   申請を希望する場合はどのような対応が必要ですか。 

A9-3 当該企業から東京都へ交付申請書をご提出ください。なお、毎年度12月25日が提出期限の

ため、連携金融機関等は、支援対象企業の計画変更の有無について定期的に確認するように

してください。 

 


